（様式①）

平成２２年度　指定管理者業務総括評価票（第１・四半期【４、５、６月】）

【指定管理者】所管課　指定管理者センター　　　　　　
【大　阪　府】所管課　住宅まちづくり部　住宅経営室　
	施　　設　　名
	B地区【東大阪市】

	指定管理者名
	日本住宅管理株式会社

	指　定　期　間
	平成２２年　４月　１日　～　平成２７年　３月　３１日（　５年　　か月）


	評価項目
	評　価　基　準
	評価
	備考

	
	
	管理者
	大阪府
	

	Ⅰ　履行の確認

	
	人員体制
	事業計画、業務仕様書に即し、人員を過不足無く配置している。

（管理責任者、管理事務所職員、巡回管理員）
	A
	A
	

	
	
	業務仕様書に即し、研修（人権研修、個人情報保護）等を実施している。
	B
	B
	

	
	
	必要な資格（１級又は２級建築士）を有する人員が確保されている。
	A
	A
	

	
	外部委託
	外部委託の内容は、事前に府の承認を受けており、適切である。
	A
	A
	

	
	
	外部委託業者に対して協定書等を遵守させている。
	A
	A
	

	
	法令等遵守
	法令、条例等に基づき、必要な点検、報告等を行っている。
	A
	A
	

	
	個人情報保護
	個人情報の漏洩、滅失、他の用途への流用等の事故防止対策を講じている。
	A
	A
	

	
	緊急対応
	事故、災害等の緊急時の連絡体制が確保されている。
	A
	A
	

	
	
	緊急時のマニュアルが整備され、周知徹底されている。
	A
	A
	

	
	府営住宅管理ｼｽﾃﾑの運用
	システムを運用する者を定め、事前に府に報告している。
	A
	A
	

	
	
	個人情報保護に留意してシステムを運用している。
	A
	A
	

	
	実施状況の確認
	月間業務報告書を府に提出している。及び、業務日誌等を適切に整備、保管している。
	A
	A
	

	
	
	業務仕様書等に定める業務の実施体制は確保されている。

検討会議、委員会等へ出席し、必要な資料等を提供している。
	A
	A
	

	
	【業務仕様書、管理業務説明書に即し、下記の業務を行っているか。】
	

	
	募集事務
	募集事務を行っている。
	A
	A
	

	
	
	入居事務を行っている。
	A
	A
	

	
	
	入居者の退去事務を行っている。
	A
	A
	

	
	入居者等への指導及び連絡に関する業務
	府営住宅に係る許認可を行っている。
	A
	A
	

	
	
	入居者の維持保管義務について注意を払い、実態把握に努めている。
	A
	A
	

	
	
	その他の管理業務（休日・夜間等の緊急連絡・処理体制の整備、火災・単身死亡に係る処理等）を行っているか。
	A
	A
	

	
	家賃等の収納に関する業務
	調定手続きを行っているか。
	B
	B
	

	
	
	家賃等の収納事務を行っているか。
	A
	A
	

	
	
	家賃等の滞納整理を行っているか。
	A
	A
	

	
	
	入居者の収入額認定等の事務補助を行っているか。
	B
	B
	

	
	
	家賃変更（収入構成）等事務補助を行っているか・
	B
	B
	

	
	施設管理に関する業務
	施設の維持修繕に関する業務を行っているか。
	A
	A
	

	
	
	施設の保守点検に関する業務を行っているか。
	A
	A
	

	
	
	周辺地域への電波障害対策施設の管理を行っているか。
	A
	A
	

	
	
	新築住宅引継ぎ業務を行っているか。
	A
	A
	

	
	
	施設管理にかかるデータ整理業務を行っているか。
	A
	A
	

	
	
	高齢者向け改善事業等の実施に関する業務を行っているか。
	A
	A
	

	
	駐車場の管理運営に関する業務
	入居者への利用承認業務を行っているか。
	A
	A
	

	
	
	駐車場の空き区画の一般開放（外部開放）業務を行っているか。
	―
	―
	

	
	
	駐車場に関するその他業務（施設の維持管理、車庫証明の発行、迷惑駐車の取締り等）を行っているか。
	A
	A
	

	
	用地管理に関する業務
	土地の管理に関する業務を行っているか。
	A
	A
	

	
	
	各社申請手続きに係る補助業務を行っているか。
	A
	A
	

	
	
	各種許可書等の交付に係る業務を行っているか。
	A
	A
	

	
	《１．総括》
	履行の確認（業務の実施状況）に関する評価
	A
	A
	

	評価項目
	評　価　基　準
	評価
	備考

	
	
	管理者
	大阪府
	

	Ⅱ　サービスの質の評価

	
	入居者満足度
	入居者、自治会へのアンケート・ヒアリング調査を実施し、その結果は妥当である。
	―
	―
	

	
	業務改善
	管理運営会議等で府から指摘された問題点・改善点の解決・改善に積極的に取り組み、その結果は妥当である。
	A
	A
	

	
	自主事業事業内容の質）
	事業計画書に即し、自主事業が適切に実施され、サービス水準の向上に寄与している。
	B
	B
	

	
	《２．総括》
	サービスの質の評価
	B
	B
	

	Ⅲ　サービスの安定性の評価

	
	事業収支
	収支計画書と比較して、収支状況は妥当であるかを判断する。
	B
	B
	

	
	経営状況分析指標
	経営状況分析指標を用いて、管理運営の効率性・安定性の確認を行う。
	A
	B
	

	
	法人等の経営状況
	経営分析指標を用いて、法人の「収益性」と「安定性」の確認を行う。（過去３年間の決算状況により判断する。）
	A
	A
	

	
	《３．総括》
	サービスの安定性の評価
	A
	B
	

	特　記　事　項

（成果、課題等）
	（大阪府）
・業務従事者に対する人権研修や個人情報保護研修については、府営住宅の入居者を考慮して実施内容を具体的に検討し実施すること。

・提案自主事業についても、順次実施に向けて検討すること。

・事業収支については、それぞれ計画時との比較を行い、その対策を講じること。

【総合評価】　B
・仕様書等に定める管理業務の履行については「ほぼ良好」。




	①評価項目

評価基準

　　　　　↓

②総括評価基準

　　　　　↓
③総合評価基準

	ＡＡ（優良）＝協定書、仕様書等を遵守し、その水準より優れた管理内容である。

Ａ（良好）＝協定書、仕様書等を遵守し、その水準に概ね沿った管理内容である。

Ｂ（ほぼ良好）＝協定書、仕様書等を遵守しているが、管理内容の一部に課題がある。

Ｃ（要改善）＝協定書、仕様書等を遵守しておらず、改善の必要な管理内容である。

ＡＡ（優良）＝評価基準が全てＡ以上であり、かつＡＡが過半数以上である。

Ａ（良好）＝評価が全てＢ以上であり、かつＡ以上が8割以上　(Ⅱサービスの質の評価、Ⅲサービスの安定性は2/3以上)　である。（上記以外）

Ｂ（ほぼ良好）＝評価基準が全てＢ以上である。（上記以外）

Ｃ（要改善）＝評価基準にＣが含まれる。

ＡＡ（優良）＝《総括》が全てＡ以上であり、かつＡＡが３分の２以上である。

Ａ（良好）＝《総括》が全てＢ以上であり、かつＡが３分の２以上である。（上記以外）
Ｂ（ほぼ良好）＝《総括》が全てＢ以上である。（上記以外）

Ｃ（要改善）＝《総括》にＣが含まれている。


（様式②）

平成２２年度　指定管理者業務評価個票（第1・四半期【４、５、６月】）

【指定管理者】所管課　指定管理者センター　　　　　　

【大　阪　府】所管課　住宅まちづくり部　住宅経営室　

	施　　設　　名
	B地区【東大阪市】

	指定管理者名
	日本住宅管理株式会社

	指　定　期　間
	平成２２年　４月　１日　～　平成２７年　３月　３１日（　５年　　か月）


	評価項目
	業務仕様書等に則り「業務仕様書等より優れた内容」、「管理内容における課題」、「管理内容の改善の必要性」について記入し、指定管理者で改善方策・改善経過等について記述する。
	評価
	備考

	
	
	管理者
	大阪府
	

	人員体制
	業務仕様書に即した研修(人権研修)が実施できていない。

【改善内容】

・今後、府営住宅全般の管理を行って行く上で、欠かすことの出来ない人権研修を、定期的に年１回実施し、業務に関わるすべての社員に研修を受けさせます。


	B
	B
	

	家賃等の収納に関する業務


	減免申請等の手続き（４月分減免申請１２６戸分、家賃更正7戸分、合計１３３戸分）において、府営住宅管理システムへの入力すべき事務が未了であったため、大阪府がりそな銀行に送る口座振替データに当該申請者のうち口座振替対象者１０７戸分のデータが反映されない事態を発生させてしまいました。

【改善内容】

・即日、府営住宅管理システムへの的確な登録手続きの実施。

・府担当者に確認した内容や取扱いマニュアルに従い、システムへの的確な登録手続きを行うように指示徹底しました。

・毎月の収納関係スケジュール表を確認し、期限順守はもとより余裕をもってシステムへの登録及び府への書類を持ち込むよう指示徹底しました。


	B
	B
	

	・駐車場の管理運営に関する業務
	・今現在、１住宅２区画の借上げ駐車場の確保が実行できていません。

【改善内容】

・空き区画の一般開放(外部開放）業務については、日常業務を通じ、各住宅に住まれている入居者の駐車場利用状況を把握していく中で、今後、大阪府より、自治会への対応方法、駐車場事業としての進め方に対するアドバイスを受けながら、確たる事業の方向性を見出せるようにしていきたいと思います。

・また、駐車場の空き区画にコンテナー型貸し倉庫を設置し、レンタルとしての貸し出しを行う業務の事業化についても上記同様、アドバイスを受けながら進めていきます。


	B
	B
	

	・サービスの質の評価
	・入居者、自治会へのアンケート・ヒアリング調査が十分に出来ていない。(本社・東大阪分室にそれぞれアンケートBOXを設置するも回収がままならない。)
【改善内容】

・窓口業務を行っている上で、こちらから積極的に入居者に声をかけ、一人でも多くの住民からアンケート記入をしていただくよう各自が努力するように促していく。


	B
	B
	

	・サービスの安定性の評価


	・当初、事業提案をした収支計画書との比較の中で、ほとんどの業務において計画以上の支出が生じている。

【改善内容】

・今後、年度の事業収支を見ていく上で、各業務に対する大幅な見直しが最重要課題であるため、残り３四半期に事業収支改善については、適切な人員配置、毎月度、実行されていく緊急・空家修繕の処置のあり方の改善を総力挙げて行っていく。


	B
	B
	

	特　記　事　項

（成果、課題等）


	（大阪府）
・業務従事者に対する人権研修や個人情報保護研修については、府営住宅の入居者を考慮して実施内容を具体的に検討し実施を進めること。

・個別事業の課題については、次期モニタリングの時点で改善が図られるように取り組むこと。

・事業収支については、それぞれ計画時との比較を行い、その対策を講じること。




（様式③）

平成２２年度　提案事項に関する実施状況一覧表（第1・四半期【４、５、６月】）

（指定管理者作成）

【指定管理者】所管課　指定管理者センター　　　　　　

【大　阪　府】所管課　住宅まちづくり部　住宅経営室　

	施　　設　　名
	B地区【東大阪市】

	指定管理者名
	日本住宅管理株式会社

	指　定　期　間
	平成２２年　４月　１日　～　平成２７年　３月　３１日（　５年　　か月）


	提案項目
	実施予定内容
	対応状況等

	①定期的な現地出張窓口の開設
	現地出張窓口を毎月１回開設する。
	△
	住民サービスの向上策として、東大阪春宮住宅内に東大阪分室を開設しました。当初予定していた現地出張窓口としての人員構成と異なった体制を構築せざるを得なくなったため、現状は、東大阪分室業務を行うための人員体制であるのが現状です。

	②窓口開設時間の拡大
	午前９時～午後６時３０分

月曜日～土曜日

(日曜日、祝日、年末年始は休務)
	○
	指定管理者センター本社業務としては、計画通り実施しております。

	③高齢者対策
	運営担当者はホームヘルパー２級資格、巡回管理員には、認知症サポーターへの養成を行う。
	□
	現在、

運営担当者１名、認知症サポーター養成。

巡回管理員１名、ホームヘルパー２級資格。


※　対応状況欄に、「実施中：○」、「一部実施：□」、「対応不可：△」を付すること。

※　「提案項目」、「実施予定内容」欄は、事業計画書に合わせて記載すること。

　※　「対応状況等」は、府と協議を行い事業報告書に合わせて提出すること。
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